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昭和と古年占月３０日採択

’第／０回日米文化教育会議（カルコン）は、

カルコン６２０周年記念式典の始まりに当たるも

の･であり、／９８０年６月』８日から３０日ま

でワシントンで開催された。両国の政府、・教育・

団体、マス・メディア界、展示及び舞台の芸術

界、財界並びに財団からの代表と専門委員が参

加した。開会式において、カーター大統領及び

大平総理大臣からメッセージが寄せられ、それ

ぞれ国際交流庁チャールズ・プレイ次長及び大

河原日本国大使が代読した。ウイリアム･フル

プライト元上院議員が来賓として挨拶し、そｃ

中で、現代の外交政策における明確で不可欠な

要素としての文化交.流及び幽際教育の重要性

を強調した。

Ｈ・会議は、米側パネリストであり.美術館交流小

委員会の議長であったリチャ－ＫＦ、ブラウン

●

●



氏及びアメリカ研究小委員会のメンバーであっ

たメリル・ジェンセン氏の死去に対し深い哀悼

の意.を表明した。…両氏はカルコン及び日米の相

互理解に重要な貢献を行った。

日会議は、。Ｚ年に－度.開かれるこの会議の第／○

●●

●

回会合が、課題の多い新しい／０２年の始まりに

あたり、カルコンの過去を振り返り、将来の議

題.について検討する機会となったことに意見の

一致をみた。過去における交流の阻害要因のい

くつかが消滅し又は改善された。将来に向けて、

二つの資金団体即ち国際･交流基金及び日米友好

基金が、カルコンの勧告した多くの構想及び事

業の実施を可能にしつつある。会議は、その最

も重要な役割が、両国間のすぺての文化教育交

流を見直し論評を行うこと並びに合同委員会及

び小委員会の多彩なメンバーを通じて新しい交

流構想を立案し助言するためにカルコンのユニー

クな能力を活用することにあることを再確認し

た･○

●●
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Ⅳ会謝は、博物館交流小委員会の活動にかかる

英語版の「巡回展示会における美術品の取扱い

に関する研究グループ報告」の出版を歓迎する

とともに事務局及び適当な専門機関を通じてそ

の宣伝及び配布を図ることを承認した。

Ｖ会議は、米側事務局が提案した二国間のデー

タ報告の考え方を原則として承認するとともに、

日米双方が内容及び分類の定義についてさらに

協議を重ねることを勧告した。

Ⅵ会議は、ジョン．w・ホール及び前田義徳両

、共同議長が作成した小冊子「カルコン小史」案

を興味深く読むとともに、加筆修正の後第／／

回カルコンのために日英両語版を広く配布する

よう勧告した。

し



｡

Ⅶ～会誼は、‐日米教育委員会（フルプライト計画）

の設立に留意し、日本政府が経費の共同負担の

考･えのもとにこの重要な交流計画への出資に米

国とともに参加する決定を下したことに称賛の

意を表.宙した。

■第/○回カルコンは、文化様式の違いが如何

に相互辺･解を妨げあるいは増進するかとのテー

マに基づく三つの特別プログラムを盛り込んだ、

これらのプログラムは、「ニュース・メディア

における誤解」と題しての相互イメジに関する

ジャーナリストによるパネル・ディスカション、

「文化的諸様相：様式と構造」と題する日米テ

レビ番組の比較及び「バレー及び現代舞踊の夕

べ」と題する公演から構成された。会議は、三

つの特別プログラムを傍聴観覧したのち、フィ

ルム及びテレビ、ニュース及び他のプリント・

メディア並びに舞台.芸術が他の国の文化に対す

る関心を刺激する強力な手段となることを認め

た。それぞれのプロジェクトは相手国の文化に

ついて広範囲の聴衆を啓発する手段を提供する。

｣Ｐ



Ⅸ翻訳の問題【／９７９年のハワイ合.同委員会

のサマーリー．レポート゛第／８項）に関し基本的

な言語及び文化的な問題を認識す.ることの重要

・性が認められた。日本語から英語への翻訳の量

を増し、質を向上させるための特別な方法が検

討されるべきであることが示唆された。

ＸＥＬ米_双_方の一運営委員会は～反省と検討の後、

同委員会がカルコンの活動をより効率的にする

ために重要な役割を担っていることを再確認し

たbこのことにより同委員会が特に小委員会と緊密

な.連絡を保ち、その行動を監督することが必.要

となっている。カルコン全体会議の内容及び形

式をカルコンの幅広い権限に照らして一層適切
し

かつ支持しうるものにする必要性が認識された。

双方の運営委員会は、この分野における責任を

認識するとともに密接な連絡を保つことに合意

したｏ



〆

Ⅲ、会議は、日米の各小委員会から第／０回カノレ

コンにおける討議を踏まえた次の共同ステート

メントを受領した。

Ａアメリカ研究

イ､委員会は、日本におけるアメリカ研究の

：発展のため長年にわたって多大の貢献をＬた

委員会の貴重なメンバーであったウィスコン

シン大学メリル・ジヱンセン教授の死去に哀

’庫の意を表明した。

小委員会は、このグループが立案し、現在

日米友好基金等の支援によって運営されてい

る次の各プロジェクトの実現･に満足の意を表

明した。

ソ（京都アメリカ研究夏期セミナーの継続的

発展

ｊｚ．北海道における新しい夏期セミナーの設

し

立

jｒ国際教育研.究所（ＬI．Ⅱ）によって運営
ロ○

される学部交流の新プログラムの発表



←

小委員会は、次の新しい計画か進展するこ

との期待を表明した。

（渡米する若手アメリカ研究者の語学能力

の向上をはかること。

』．日米の比較研究図書目録を交換する事務

所を設けること及び特に東京大学とシカゴ

大学が共同して進めているかかるプロジェ

クトのための計画を支援すること。

JＬ米国の学術雑誌(Ｄための書籍評論家とし

て日本のアメリカ研究者を一層活用するこ

と。

小委員会は、他のカルコン小委員会が現在

及び将来の主な計画、特に交流及び研究能力

の向上を含む計画に積極的に参加することが

小委員会の継続的な経験からみて必要である

と表明する。

Ｂ教育

教育小委員会は、その呼称を「相互理解教

育」から「教育」に変更したことによって表

わされる委員会の新しい存在意義及び目的に

６－

｡■
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ついて簡単に述べた。小委員会の基本的使命

は、特に初等・中等教育を通じて、日米間の

相互理解を深めるにあたってカルコンの諮問

・機関として活動する.ことにある。小委員会の

機能及び当面の重点事項は次の通りである。

（基本的機能）

（両国のカリキュラム.及び学校教材の面で

日本ないし米国に関する紹介を改善するこ

とｏ

』．日米間の教育者、政策決定者、地域指導

者、学生、教育情報の交換を奨励すること。

ａ相手国の教育動向、制度、カリキュラム、

教材に関する情報の利用をより容易にする

ことｏ・

坐小委員会間の協力を通じて文化及び教育

理解を強化する機会を探求するためカルコ

ンの他の小委員会と適宜交流を図ること。

(現在.の重点事項）

ノ（日米教育者交流計画の将来について検討

すること。

_



』．学校の内外における国際理解教育に関す

るイメージを高めるよう努力すること。

ａ日本に関する教材目録の改訂版の出版を

容易にすること。

呉日米友好基金、国際交流基金及びその他

の教育関係の資金提供機関に助言を与える

こと。

ょ共同で行動することが適当な問題を選定へ

すること○

小委員会は、第／０回カルコンに提出され

た外国語及び国際研究･に関する大統領諮問委

員会の報告書及び新設の米国教育省の報告書

に特に留意した。

小委員会は、将来の活動の中で、米国の教

育制度のすべての分野において国際教育を促

進するという前述の新しい公約の中で日本関

係の要素を強化するよう努力する。

８■



びつ

o日本研究
一一一一一一一一・

日本研究小委員季会は、第９回カルコン会議

以降のこの分野における活動を評価し、将来

の要望について検討した。他の小委員会、特

にアメリカ研究小委員会及び同書館交流小委

員会との協力関係の重要性について格段の注

意が払われた。

との分野における最近の活動の中ては、／9m

－年春成功裡に実施された米国巡回日本研究セ

ミナーか特筆される。細谷千博（日本外交史、

一橋大教授）、小西甚一（比較文化、筑波大

～教授）、公文俊平（社会経済システム論、東

大教授）、永原慶二（中世史、一橋大教授）

からたる巡回セミナー・ヂームはＵＯＬＡ－ＵＳＯ

合同東アジア地域研究センター、アリゾナ大

学、オレゴン大学及びスタンフォード大学の

与力所においてセミナーを実施し、夫女の地

区の日本研究専門家との会合を開催した。本

計画に要した経費は日米友好基金と国際交流

基金か共同で負担した。巡回セミナーが開催

し



〃

された各大学及び機関の報告書によると今回

の巡回セミナーは出席者も多く、アメリカの

日本研究者及び学生の間に討議を誘発し、将

来の日米双方の日本研究者の接触と交流の新

しい機会を作ったという点で極めて効果的で

あった。

日本研究分野における他の懸案事項につい

ても討議が行篝われたが、本小委員会が達した

結論は次の勧告に要約される。

勧告

Ｊ９８０年３月３／日からイ匹月／９日ま

で米国西部３州の大学で実施された第／回

米国巡回日本研究セミナーの成功にかん力卦

み、本小委員会はとのプログラムを最低限

あと２年間継続することを支持すると同時

に、その成果次第ではより長期にわたって

継続･することを希望する。小委員会は／９８／

年.度の巡回セミナーは南部諸州で実施し、

との地域におけ・ろ日本研究の発展を促進す

（

L凸

ろと゛とを勧告する。



日本研究小委員会は社会科学､人文科学及び語

学研究の諸分野における優れた日本人学者

・を数カ月間米国の大学に招聴できるよう左

計画の策定を提案する。この計画の目的と

する処1は上記日本:研究セミナーと異り、日

本人…学者が個別にそれぞれの研究分野（日

本研究以外の分野）における理論的、方法：

論的開発状況についてアメリカ人学者と協

議を行うものである。．かくして例えばト・イ

ツ史を専攻する日本人歴史学者が同じ研究

分野のアメリカ人学者と自分の研究につい

て計謝するかまたは双方にとって関心のあ

る新しい解釈等について意見交換すること

を可能'てしようとするものである。本計画、

は、日本人学者の選冒考及び計画の推移につ

いての継続的な評価に特段の注意を払いつ

つ３年の試験期間により開始される。

ユ

し

●
●巳

ａｒ:在京米力Ⅱ.／入大学日本=研究セ:ン夕台に対

する援助は継続されるぺきである。しかし

ながら同センターにおける学生／人当りの



教育費が高騰していることから:本小~委員~会

はセンターが出来るだけ費用効率を図ろ方

ｔ白を探すことを援助する意図を.表明した。

％アジア研究会の北東アップ評議会によっ□0

て実施されている課外教育活｢動･は重要であぢ

ｂ、Ｉ更に拡大されるぺきである。・同評議会

の活動は現在著名人《による譜.演会.、地方の
●ロﾛｃＣ

－日本研究者が他の図書館･に行って研究を:行
：

えるよう旅費等の支給よりたる。日米友好

基金が新たに始めた毛F種学会において日本

専門家チームによる特別分科会を開償する

ことをB援助する計画は最も歓迎Jされるもの

である。

･よ日本学術振興会及び社会科学研究評議会

の下で計画きれ実施されている棟女を学問

・分野における日米両国の学者による共同研

究プロジェクトが推進されるぺきであク、
：．．

…そのためにもより活発を：､資針金託援助と調整が

必要である。

●

●●￣

し

■

●



び

ム日本研究合同小委員会は大学院、研究者、

専門職業レベルにおける日本研究の基礎的

研究に対する援助｡の促進及び研究領域と研

究課,題の優先度についても評価を引続き行

う。小委員会は良質の研究を綴助成すること

が財政的に緊迫している大学の教授ポスト

を維持する上で最も効果的な-手段であると

いう点で意/見が-一致した。

7日本研究(小委員会は大学における語学教

師の地位の向上について検討することを勧

告する。主として日本人であるということ

を根拠に日本語教育に入った゛者で大学にrお…

ける専門家としてのキャリヤーを希望する

者は特定の学問的な専門課程の訓練を受け

るよう奨励されるぺきである。専門的学問

●

し

分野において相応の経験を持っている者に
●

対しては:終身雇用を含めた十分を保証が与

えられるぺきである。日本語教育･向上の見

地からも専門学術分野としてのタト国語教育

か振興されたければたらないが、とのよう

友質的向上も十分な才能をもつ者がそれな

りの評価を受けるような機会がなくしては期待できたい。

年？



ロゲー￣
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Ｄ図書館

図書館小委員会は、同小.委員会の活動.及び

その存続自体を再検討することが提案されて

いる゛点を踏まえて会合するとともに、特.に次

の三つの分野’ておいて図書館に関-する,具体的

左諸問題が生一じ次第、これらの-諸問題に対応
￣￣

し、必要に応じてアドホック･ペースで共同プ

ロジェクトを開発促進しうるような体-制を雑
●

持しつつ、カルコンの中で活動を継続すべき

であることを確認した。

メアメリカ研究プロジェクトに対する:援助。

例えば、日米で発行されている比較研究関

係の書籍の目録に焦点をあて、:かつ現在の

シカゴ及び東京.の書籍情報センターの活動

を強化しつつ、アメリカの歴史も社会及び

文化に関する国際研究を促進するた･め東京

〆大学及びシカゴ大学に制度的を機構を創設

するような提案ｐ

』．日本研究活動に対する援助。例えば、大

学図書館用に、現在出版されている日本関

巴

。。

ｐ
■Ｐ

、0



係図書て資金.供与団体の配布I〔適しているも

のの基本リストの編集を促進すること、ある

いは専門的ｈ調査プロジェクトに.協力してい

る日米専門家による図書館情報学に関する:共

同研究計画を助長.するとと。

ｑ特に、両国間の図書館網、情.報学.:、、図書館

教育、保存法～その他関連分野の専門家の交

流について助言、勧告を.与えることにより両

国の図書館の発展を図b全国的左図書館網を

促進するよう左全国的計画をモーターすると

と。

仏。

『

●巴

●
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Ｅ博物館

博物館交流小委員会は、・カルコンＸのため－．

１ではじめて出版ざれ７ｔ「海外展ｏ際の美術品玉･－

の取扱いに関するスタディー・グループ報告書」

の重要性を認め.その成果を多とした。この特〆へ

記すぺきカルコンの業績ｈｔ～特にシャーマン､
．：￣．、

いり-博士と倉田文作氏ｃリーダーシププ'て負う～＞
P●●■●~ら｡

｡.。●ざ

ところが大であ゛つた゜小委員会は１，との文書人

の価値にかんがみ、広くかつ適切な配布にフヨ

いて大きな関心をもった。米国側では日本０
●｡ ＿．ロ

G●

展覧会のための協力Idb美術館長会の会員を館

長に持つ美術館が大半であるのでｖ先ずこの
ＬＰ

会員に送付されるものとするが、そLの』他にも

この文書の存在を-周知せしめるよう積極的左

広報がたされるであろう。

小委員会は、ビデオ美術展の出品作;品の一

部を、貸与者ＩＣ無､断で日本の．税…関が押収した

という最近の事件の原因について、詳細に計

議した。このような行為は、悪くすれば６２国

間交流の将来に極めて不幸を影響を与えかね



へ

可h:い危険な先例とみたされたｂ

小委員会は、日本にまジけるアメリカ美術展

につい･て種女討議した。現在各方面において

計画中の展覧会としては、ジョンＤ・ロックフェ

･ラー３世夫妻のコレクションから貸与される

マリー・カサット、ジョージ・シーガル及び

リチャミド・アペドン回顧展（これまで日本

側がジャパン・ソサエティーに示した好意に

対する返礼の意味で行うもの）、クリープラ

ンド及びカンサス・シティー美術館所蔵の中

国絵画展、コーニング博物館所蔵のアメリカ

硝子展がある。小委員会は、日本人に向いた

展覧会の可能性について検討した｡当初の提

四案としては、シェーカー教の．美術、アメリカ

陶磁、米国美術連盟の「プライト・プライド

ｏオブジェ」展、フレデリック・チャーチの

Ｌ水彩又は７由彩スケッチの展望等が例T示された。
．：

、日本力ｘ現代アメリカ美術’て関心を持っている

ことを認識…して、まだ日本に紹介されていた

い作品の紹列､に関心が示され、シカゴ派の美



ｏへ●

術が幾つかの可能性CDひとつとして提.案され

た。この種の展覧会ＩＣ対する日本の関心は、,

従前から文化庁長官によって明らかにされて…

いる｡

、米国@ておいて日本美術をより広範囲に知ら‐:‘

しめるぺきことを配慮し、また、，今日までの二一

ととろ大半の交流展の巡回先が主として米国.．～

の大美術館であったことを認識して、小委員、

会は、このような展覧会の受け入れの可能性．

と処理能力を判定する目的で、国内の中小美、

術館調査を行うという以前の決定を再度繰り､￣

返した。

小委員会は、アメリカ展の日本開催につい

て、適当な面積、照明、空調及び重要な出品…－

物を取り扱う専門の職員を備えた施設を会場二Ｗ

に選ぶぺきであるという点に特に､関心を示し…丁

た。デパートにお゛ける国宝の公開に反対する

文化庁の公式な立場は、米国の美術館の決定

に際して考慮すぺきガイドラインとされた。

しかしたから、日本の美術館が海外からの出

し

ｃ９



『

･品物を適正に取り扱う能力力ｉあるか否かを米

国の美術館の側から判定することは、不可能
●

ではないまでも、距.離的に離れているた･めに
Ｄｂ

困難であるとの認識から、小委員会はＹその

ような出品物を扱う能力のある日本の博物館

のリスト作成に重点を置くことにした。小委

員会がとの仕事を日本の博物館案内の著者で〉

あるローレンス・ロバーツ、国際博物館会議
．：．

（エ００Ｈ）日本国内委員会、文イヒ庁、、その他の

個人又は団体の何れに依頼するかについては、

次の小委員会会議主でに決定する。

～

ザ



０１

米国-の．公的コレクションにおける日本美術

の保存は、カルコン及び日米友好基金が本腰

を入れて取り組まなければ友らをい最重要課

題と認識された。しかし実際は、これら多・＜

の問.題を扱うに足るだけの十分を数の保存技

術者が米国に･はいたい。

第一に、米国の美術館が,問題意識.をB持つこ

とが必要である。日本美術特有の技術的複雑

性に関するセミナーを慎重左企画のもとに開

催することは、問題を鮮明＃て印象づけるのに

有効であろう。更に、交流計画の一つとして

考えられている<米国キニレイターの日本国

内公的コレクション視察旅行（日本美鷺術作品

を所蔵したからその分野の専門のキュレイタ

ーを持た左い館のキニレイターを優先的に選

んで組織する）を通じて、特殊な問題への注

意を喚起させることもできよう。

さらに長期目標として、（/)米国-の美術館が

所蔵品を日本に送って優秀な修理技術者に処

置を依頼できるようにするための取り決めを

■●

●

l＝



、

するとと、ｑ東洋美術の保存技術者(/てたるこ

とを志望する米国人が長期間日本で研修し、

日本人からでなければ学ぶととの゛でない技術

を習得できるようにするための交流計画を設

けること、の二つを最優先事項として考えろ

ということを合意した。

米国における日本美術研究者の種.女の要請

に応える研究資料の入手は大きな問題である。

との関連で次の提案が行われた。

（例えば、日本の主要博物館さりの展覧会

カタログを、ほぼ同数の米国美術館の東洋

美術関係のカタログと交換に、米国に送付

する交換計画は、互に相手国の業績につい

・ての知識の大幅を拡大を保証-する。

』．米国の諸大学は、美術の分野{ておける日

本の業績を、近年増加の傾向を示している

との種の知識を求める米国人学生に教える

ザための、教授用スライドを非常に必要とし

ている。ミシガン大学が日本のスライドの

普及のための主要センターの一つにたって

し

．？

●●－
■●



凸＝

いるので、スライドの需要に応えるには力
●

ルコンが同大学の日本研究学部を通じて活

動するのがよいと提案された。

ａ日本美術史に関する主要な日本の教科書

が、言語の障害のために、米国人学者の手

に届かないという事情があるので、日米友

一好基巳金がとの必要に迫られている最も重要
甲

●

た教科書の翻訳資金の調達の可能性のある

ルートを検討するよう求められた。

米国の美術館が重要な美術品を日本に貸

し出す場合に費用面での負.担を深刻化せし

めている問題の一つは、個戈の館からの貸

出品l/てその館の職員が随伴する:屯のと考え

られていることである。同じ状況の場合、

日本のシステムでは日本からの貸出品は一

まとめにして運ばれ、その際僅か』名乃至

３名のキュレイターが随伴するだけであるｂ

小委員会は、との日本のシステムの既に証

明されている効率のよさを認め、米国の美

術館がこのような協力方法を採用するよう

6－



に勧めた。

､博物館員の交換は、両国の博物館の相互

理解を深めるための大きな要素であると認

識された。小委員会は、とのよう左交･換ﾙｺﾋ

受け入れ側に都合の悪いこともあり得るの

で、計画の立案については最も効果的な方

法を更に研究する必要があるが､優先的に

取り組むべき目標であると認識した。

8－

の？



Ｆニュース・メディア

第９回カノレコン以降の日本側及び米側のニ

ュース・メディア小委員会の活動及び事業並

びにニュース・メディア分野における新たな

進展は次のとおりである。

/（調査調査

／’７９年の蟇、日本新聞.協会研究所は
：.、

日本の新聞社が報道した外国関係＝ユース

量についての調査を完成した。日本新聞協

会の「国際的情報交流の自由に関する研究

会」が行った調査は、この種の調査として

最初のものであり、日本の新聞社が概して

他の諸国を十分カバーしていることを示唆
し

した。

米側ニュース・メディア小委員会は、日本

関係記事の質及び量を明確にするため及び

日本関係記事を掲載する意志決定の過程を

調査するため、記事及び論説編集者に関す

る調査を行おうとしている。

この調査は、／９８０年晩春に着手され



るが、日本についての米国の報道水進に関

する情報を提供するのみならず、日本につ

いての取材を改善するうえで何を行うこと

ができるかということを示唆することにな

ろうｏ

米側及び日本側の調査は共にニュース．

メディアを通ずる日米理解のための質的及

び量的な内容をとりあげているが、いずれ

文化、貿易及び経済、芸術及び催し物のよ

うな特定の分野における報道水進を探求す

るため同様の調査を実施する呼び水になる

かもしれない｡

』．交流

日米双方のニュース・メディア小委員会

は、現在多くの団体及び研究所が行ってい

るジャーナリスト交流計画を通ずる日米理

解への努力を強く支持する。

日米友好基金は、記者及び大学院学生の

レベルでニュース・メディアに関するいく

つかの想像力に富んだ高度の価値あるプロ

し



グラムを作った。注目すべきプログラム

が基金のイニシアチブによりミゾリー

大学で行われ、また極く最近では、コロン

ビア大学で行われた。基金が実施している

ジャーナリスト交流計画の継続は、／将来ニ

ュース・メディアを通ずろ二国間理解に積

極的な効果をもつこととなろう。

国際編集者協会及び日本新聞協会は、共

同して／９７９年９月第６回日米ジャーナリ

スト交流計画を実施した。日本の経済･財政

記事編集者の一行及び通信社の編集幹部が

3週間相互に訪問し合い（それぞれの帰途

意見交換を行うため在ホノルルEast-West

Oenterで会合した。

第６回日米編集者会議は、日本新聞協会

の主催により／９７９年３月開催された。

２年毎に開かれる次回会議は米国国際新聞

編集者協会の主催により／９８／年に米国

で開催される予定である。右会議は／９８／

年早月ワシントンで開催の米国新聞編集者

協会の年次総会と同時期に開催されること

か可能てある。

し



／９７９年／０月米国で二つのシンポジウ

ムが開催された０タフツ大学フレッチ＋－校

の主催に上りボストンで開催された日米通

〈信シンポジウムに対し両国から編集幹部、経

済及び通信専門家が参.加した。第３回日・

欧‘米編集者シンポジウムが有力な編集幹部

の出席の下にワシントン、ニューヨーク及び

シアトルで開催され、経済関係について意

見交換が行われた。

日米ジャーナリスト研究について特記すべ

き点は／９７９年末に「日米両国のジャー

ナリストが応募できる交流計画、フェロー

シップ、インターンシップ及びスヵラシップ

のリスト」が出版されたことである。この

貴重なガイドブックは、他の国において自

分の関心事項を追求するための機会を日米

のジャーナリストに系統的に情報提供する

ものであり、そのリストは新聞学科を有する

学校、記者クラブ、専門団体及び重要な貿

易情報団体に配布された。

●

Ｂ■
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ａ情報蒐集及び伝達

第９回カノレコンの勧告lこ従い、ニュー・

ヨーク・タイムス・ワシントン支局資料部

司書が、／９８０年３月東京の外国人記者

クラブを訪問し、図書館の機能を近代化す

るため施設の調査を行った。

日米問のニュース送信費について第９回

カルコンで言及された関心に応えて、／９７９．．

年／１月、日本から米国への電話料及びテ

レックス料金がそれぞれ。ＺＳ兜、／７％引

下げられた。これら･の引下げは、日米０料

金格差を縮小するものではあるが、・国際電

夕け

信電話公社による一層の引下げが要請され 8ヴ

ているｏ

日本における翻訳サービスセンターは、

／９７９年以来、日本の新聞から選択され

た記事を翻訳し、これを呼び物の材料とし

て米国編集者に提供することにより、メディ

アを通じての日本理解を促進するための事

業を行ってきている。米国の新聞社が現在

．？



このような翻訳記事を活用しつつあること

は朗報であるdTheFie1dNewsServiceが

、世界の数百の新聞社に週２回翻訳記事を送

信している。

勧告

（曰米･友好基金、日本新聞協会、国際プレ

ス調査所の.米側及び日本側委員会及びその

他の団体が日米間のジャーナリスド交流計

画を創設し、発展させるための努力を今後

とも奨励するとともに、誠意をもって支援

し続けるべきである。

６２．ニュースの編集幹部及び新聞学専攻者間

の交流の顕著な進展が注目されたが、財界

金融、貿易、芸術、催物等に,関する広報担

当官の交流が今後の注目に値する。このよ

うな専門家の交流計画が促進されるべきで

ある。

ａ米側及.び日本側の代表的な新聞・雑誌社

の記者及び編集者の一層の交流がニュース・

メディア界で奨励されるべきである。

、

0■
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４゜

呉米国新聞社の日本関係報道Cこ関する調査

結果を分析した後、文化、芸術、催物及び

経済の分野に焦点を当てた同様の調査を行

うことが検討されるぺきである。

占日米の貿易及び経済問題は二国間の関係

で重要な役割を果たすこととなるし、この

問繧題についての掘り下げた報告が日米理解

の上で重要である。双方のニュース・メディア

小委員会は、両国のニュース団体か経済分

野に明るいジャーナリストの訓練及び配置

に特別の注意を払うことを勧告する。

６「日米両国のジャーナリストか応募でき

る交流計画、フェローシップ、インターンシップ

及びスカラシソプのリストは、定期的に．

改訂し、配布されるべきである。

？「考え方」や「協力」に関する継続的な

交流を図るため、日米小委員会間の適当な

連絡網を維持すべきである。

し





について活発な討議の場を提供した。日米

双方の番組の試写と討議が行われた他､ソニー

の厚木工場の視察、ＮＨＫの中央研究所、

毎日テレビの放送文化センター、国立民族学

博物館のヴィデオテク、及び東生駒団地の

相互通信ファイバー視覚テレビ放送局等の

視察旅行が行われた。

新設された日本側テレビ協力小委員会と

米側テレビ協力小委員会の会合ではテレビ

交流の将来について.討議された。アメリカ

側は日本側テレビ協力小委員会の､設置を歓

迎した。

同会議期間中､日米両国の民間独立テレビ

局の代表者による会議が京都で開催され、

かかる独立テレビ局間の対話の緊密化の結

果のひとつとして／９８０年７月米国独立

記念日を記念して､米国の民間独立テレビ局

が作成した／』時間の特別番組が日本のい

くつかの民間独立テレビ局により放映され

』ぴ

●

ることとなったことである。



第／０回カルコン会議期間中、３月２８

日に行われた日米双方のテレビ協力小委員

会代表.者会議において、昨年／／月東京で

開かれたテレビ協力小委員会合同委員会の

際始められた日米テレビ放送者の交流の将

来に関する討議が引き続き行われた。その

結果、過去に行われた一連のテレビ交流会

議は、テレビ関係者及びテレビ番組の交換、

テレビ姉妹局関係の促進等の所期の目的を

達成した点につき意見の一致を見た。同会

議を現在の形で継続することについては再

検討することとし、また新たな交流の形式

についても研究することとなった。日米双

方とも両国のテレビ関係者の協力関係を発

展させる上で日米テレビ放送者の交流を継

続することが好ましいとし、特に米側はこ

の種交流の重要性を強調し、／９８６２年度

より開始する新規交流計画に関する具体的

提案を行った。日本側はこの提案を歓迎し、

東京で開催される次回テレビ協力小委員会

において検討する旨回答した。

し
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